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研究成果の概要（和文）：日本人の中核的価値観を探るため、本研究では、価値観設問と政治的

争点を含むインターネットのパネル調査により、価値観や政治的態度の安定性を測定した。11

ヶ月の間隔をおいて実施した２波の回答の相関を見たところ、政党への感情温度計や多くの政

治的争点は､政治的知識の低い層で相関が低くなるのに対し、憲法問題や消費税への態度、伝統

的性役割観などは政治的知識の低い層でも高い相関が得られた。この結果は、憲法問題や性役

割などが日本人の中核的価値観の一部であることを示している。 

 

研究成果の概要（英文）： 
 
To investigate core values in Japan, a two-wave, web-based survey was conducted 
(total N=702).Overall, the political knowledgeable showed higher correlation between 
items in the 1st wave and items in the 2nd wave than the less knowledgeable. The less 
knowledgeable, however, showed high correlation in the items for attitudes to tax 
increase, constitutional reform and gender roles.  
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１．研究開始当初の背景 

 民主主義が機能するためには、民意として
の世論を出来るだけ正確に補足する世論調
査が望ましいことは言うまでもない。しかし、
世論調査の結果を「世論」「民意」とみなす
ことに対しては、測定の妥当性という観点か
らの批判がある(e.g., Zaller,J. (1992) The 

Nature and Origins of Mass Opinion. NY: 

Cambridge University Press.)。主な批判に
は、世論調査が回答者の真の態度を測定でき
ているのかという研究者側の問題と、果たし
て市民が民主主義の前提となるような政治
的関心や知識を持っているのか、つまり測定
された「政治的態度」がどれだけ信頼のおけ
るものなのかという回答者(市民)の側の問題
とがある。 
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 このうち後者の問題は、「政治について十
分な関心と知識を持ち、熟慮して判断する市
民」という民主主義の前提に対する疑問であ
る。一般有権者の政治的知識や関心の低さに
ついては、その乏しさが多くの研究で報告さ
れてきた。たとえば Converse(Converse, P. E. 

(1964) “The nature of belief system in mass 

publics”. (In) D. Apter (ed.) Ideology and 

Discontent.  Free Press, 206-61.)は、3 度に
わたるパネル調査の結果から、回答者の意見
があまり一貫していないことを報告し、「大
部分の一般市民はイデオロギー的に無知で
ある」と結論づけた。また、Delli Carpini & 

Keeter(1996)はアメリカの有権者の政治的
知識がいかに乏しいかを報告している(Delli 

Carpini, M.X. and S.Keeter (1996) What 

Americans Know about Politics and Why It 

Matters. Yale University Press.)。一方で、
政治的知識が乏しい層でも、日常的な信念や
好き嫌いの感情をヒューリスティックとし
て用いることによって、有権者は政治的知識
（のなさ）を補う判断ができるという批判も
ある（例として Sniderman, P. M., R. A. 

Brody, and P.E.Tetlock, (1991)  Reasoning 

and Choice: Explorations in political 

psychology. NY: Cambridge University 

Press ）。 

 政治的知識がない人が政治的な意思決定
を行うとき、重要な役割を果たすものとして
考えられるのが「中核的価値観(core values)」
である（Alvarez, R. M.& Brehm, J. (2002) 

Hard Choices, Easy Answers. Princeton 

University Press.; Goren, P. (2005) Party 

identification and core political values, 

American Journal of Political Science, 

49,882-897.）。これらの研究では、政党帰属
意識や道徳観、家族観などの中心的な価値観
は、個別の争点や政府の業績評価などよりも
安定性が高いと言うことが報告されている。 

 以上の先行研究を踏まえると、世論調査の
解釈にあたっては、その意見がどの中核的価
値観と関連づけられているかを理解する必
要がある。たとえば、同じ「自民党支持」で
あっても、「自民党は伝統的性役割観を体現
する政党だ」という観点からの支持は、他の
政策争点からの支持よりも、より安定的にな
ると考えられるからである。 

  

２．研究の目的 

 

本研究の目的は、世論過程を解明する上で
重要なファクターとなる有権者の信念体系
について検討することである。第一の課題は、
中心的で安定的な価値観の軸を具体的な政
策争点への態度と関連づけることによって、
短期的な変動要因の影響を統制した、より安
定的な世論調査の開発を試みることである。

第二の課題は、日本の有権者の中核的価値観
を明らかにし、｢異なる立場｣への理解を促進
する要因を検討することによって、多様な価
値観を持つ市民の共生の可能性を探ること
である。 

 以上を踏まえ、本研究課題では次のような
研究を行う。第一に、広範な価値観設問と政
治争点態度を含むインターネットのパネル
調査により、価値観体系の安全性を測定する。
具体的には、道徳観、公正感、自尊心、一般
的信頼感、寛容性、ナショナル・アタッチメ
ント(愛国心)などの一般的価値観と、大きな
政府/小さな政府、防衛、移民、経済的自由主
義などに対する考え方などの政治意識を尋
ね、両者の関連を検討する。また、心理学的
な観点から、価値観と性格特性（主に Big 

Five スケール）との関連を検討する。第二に、
インターネット調査の結果に基づき、実験的
研究を併用することによって、価値観と政治
意識の関連を多角的に検討することである。
具体的には、意思決定研究でしばしば用いら
れる information board テクニックを用いて、
｢中核的価値観に関する情報は、意思決定時
間を短縮するか｣「どのような条件で、自分
と異なる意見に関する情報接触が増えるか」
について検討する。第三に、一般の有権者を
対象にした既存の調査データの二次分析を
行うことにより、知見の妥当性を保証する。 

 

３．研究の方法 

 
 以上の問題意識に基づき、本研究課題では、
次の研究を行った。①ウェブパネルによる 2
回のパネル調査、②ウェブパネルによるウェ
ブ調査。また、③公開されている代表性のあ
る調査データの二次分析も行った（World 
Values Survey, 「「21世紀初頭の投票行動の
全国的・時系列的調査研究（JES3）」（研究代
表者：東京大学大学院人文社会系研究科 池
田謙一）」など。） 

なお、当初の研究計画で予定していたウェ
ブ上の information board テクニックを用い
た実験は、計画年度中に実施が出来なかった。
これは、実験計画に先行するべきウェブパネ
ル調査の実施・分析が遅れたことが原因であ
る。ウェブパネル調査の実施が遅れた大きな
理由は、第 1 波の当初の配信予定日前日に東
日本大震災が起きてしまい、調査会社から配
信不能という連絡を受けた（また、大災害は
価値観にも一時的に大きな変化をもたらす
と考えられた）ために、調査を延期せざるを
得なかったことである。しかしながら、研究
代表者が 1年産休をとってしまったことも大
きな問題であった。研究遂行の全体的な遅れ
は、ひとえに研究代表者の責任であることを
深くお詫び申し上げる。 

したがって、研究期間中には、ウェブ実験



 

 

の代わりに、信念がもたらす認知的バイアス
を検証するためのウェブ調査（パネル調査と
は別の回答者を対象）を実施した。当初予定
していた information board テクニックによ
る実験については、2013 年度中に、自己資金
（所属先の個人研究費等）によって実施する
予定である。 
 本研究課題で研究年度内に実施した研究
は、以下の通りである。 
 
（１） ウェブパネルによる 2 回のパネル調

査 
【第 1 回】 
2012年 3 月実施（2011年 3 月実施予定であ
ったが、配信開始前日に東日本大震災が起き
たため、約 1 年延期して実施した。時間をお
いたのは、震災による一時的な価値観の変化
時期を避けるためである。） 
調査委託先：クロスマーケティング社 
調査対象者：20 歳～70歳男女モニタ 
有効回答数：1600 
主な調査項目：政党支持、各政党への感情温
度、政治的争点に対する態度（公務員数削減、
TPP、道州制、消費税増税、原発、外国人参
政権､憲法改正の是非、原発への態度、外国
人参政権への態度など）、政治的価値観（大
きな政府か小さな政府か、地方への補助金、
政治的有効性感覚、政治的寛容性、イデオロ
ギーなど）、価値観と信念（伝統的性役割観、
悲観主義、権威主義、ナショナル・アタッチ
メント(愛国心)など）、性格特性（一般的信
頼感、孤独感、自尊心、効力感、Big Five ス
ケール）、社会関係資本（職種を超えた人脈、
集団参加）、メディア接触、人口学的特性（年
齢・性別・職業・居住地・学歴など） 
 
【第 2 回】 
2013年 2 月実施 
調査委託先：クロスマーケティング社 
調査対象者：第 1回調査完了者 
有効回答数：702 
主な調査項目：政党支持、各政党への感情温
度、政治的争点に対する態度（公務員数削減、
TPP、道州制、消費税増税、原発、外国人参
政権､憲法改正の是非、原発への態度、外国
人参政権への態度など）、政治的価値観（大
きな政府か小さな政府か、地方への補助金、
政治的有効性感覚、政治的寛容性、イデオロ
ギーなど）、価値観と信念（伝統的性役割観、
権威主義、ナショナル・アタッチメント(愛
国心)など）、メディア接触、人口学的特性（年
齢・性別・職業・居住地・学歴など） 
 
（２）ウェブパネルによるウェブ調査 
2012年 3 月実施 
調査委託先：クロスマーケティング社 
調査対象者：20 歳～70歳男女モニタ 

有効回答数：1000 
主な調査項目：政党支持、各政党への感情温
度公務員給与削減への賛否、全労働者におけ
る公務員数の比率の推測、公務員数は多すぎ
ると思うか、日本は小さな政府か大きな政府
か、男女共同参画社会への賛否、伝統的性役
割観など。 
 
４．研究成果 
 
 以上の調査データについては､現在分析中
であり、今後論文としてまとめて報告してい
く予定である。（今年度中にも､学会報告と学
会誌投稿および学内紀要での執筆を予定し
ている。） 
 
【政治的価値観や争点態度の安定性】 
 本研究の主要な目的である安定的な価値
観を探るため、ウェブパネル調査の第 1回・
第 2 回両方からの回答が得られた回答者
(N=702)を対象に、政治的態度や価値観の項
目の安定性を検討した。その一部を下に紹介
する。  
 表 1は、政治知識得点（第 1波で測定）に
よって回答者を二分し、第 1 波と第 2波の回
答の相関を示したものである。 
 
表１ ウェブパネル調査：第 1波と第 2波の
相関 
 

  政治的知識 
多い 

政治的知識 
少ない 

自民党への感情温度 .535 .357 

民主党への感情温度 .620 .464 

公明党への感情温度 .540 .541 

共産党への感情温度 ,575 .468 

保革イデオロギー .683 .351 

公務員数削減* .666 .572 

TPPへの賛否* .622 .552 

原発への賛否 .662 .644 

外国人参政権への賛否 .757 .506 

福祉か増税か* .507 .474 

地方への補助金＊ .460 .350 

憲法改正＊ .741 .607 

消費税か所得・固資税か* .494 .528 

個人の利益か国の利益か .354 .300 

伝統的性役割意識 .765 .709 

一般的信頼感 .582 .622 

Pearson の r,＊は Spearman のρ 
 
 この表からもわかるとおり、政治知識によ
って安定性に大きな違いが見られる項目（例
として保革イデオロギー、外国人参政権への
賛否）がある一方、政治知識によって安定性



 

 

があまりない項目（原発への態度、伝統的性
役割意識、一般的信頼感など）があることが
わかる。この結果は、たとえば保革のイデオ
ロギーなどは、政治知識の少ない回答者にと
っては判断の難しい項目であるのに対し、原
発への賛否などは判断が容易な（おそらくは
中核的な価値観に関わる）項目であると考え
られる。あるいは福島第一原発事故で､態度
形成の精緻化が進んでいたことを反映して
いるとも考えられるであろう。したがって、
保革イデオロギーのような「難しい」項目の
安定性のみの観点から「一般的な市民の意見
はあてにならない」と判断するのは適切では
ないと思われる。 
 今後は、これらの項目から潜在的な態度を
仮定し、中核的な価値観をさらにさぐるとと
もに、価値観や政治的態度の安定性を規定す
る要因について検討を進める予定である。 
 
【日本人のナショナル・アタッチメント】 
 
 研究期間中に、日本と近隣諸国（おもに中
国・韓国）との関係が悪化し、日本でも排外
的な行動が問題となった。また「日本は右傾
化している」との声も聞かれるようになった。
本研究では、中核的な価値観の 1つとしてち
ょうどナショナル・アタッチメントの 14 項
目を調査票に含めていたこともあり、日本人
のナショナル・アタッチメントと排外意識に
ついて検討した。 
 まず、「日本人は近年右傾化している」の
かどうかについて、長期にわたる傾向をみる
ため、内閣府の「社会意識に関する世論調査」
から、「国を愛する気持ちをもっと育てる必
要があると思いますか」という質問への回答
の分布の推移を図１にまとめた。その結果、
「国を愛する気持ちをもっと育てるべきで
ある」という回答(図中の青い部分)は、過去
40 年にわたって多数派であり、その比率はほ
ぼ変化がないことがわかった。（1991 年以降
10 ポイント程度増えているが、これは調査票
のワーディングが「愛国心」から「国を愛す
る気持ち」に変更されたためと考えられる。）
また、World Values Survey の「日本人であ
ることを誇りに思うか」という項目で推移を
みても、2010 年の回答は、2000 年、2005 年
より増えているとはいえ、1985，1990 年と比
べれば変わらない(図２)。 

「右傾化」をこれらの項目だけでははかれ
ないが、少なくとも「国への愛着」という観
点から見れば、「日本人が右傾化している」
というのも「日本人は愛国心がない」という
のも、必ずしも現状を正確に表した表現では
ないと思われる。 
 しかし、国別に諸外国への感情を見てみる
と、中国・韓国・ロシアに対する好感度は低
い（図３）。これは、領土問題のコンフリク

トを反映しているものと考えられる。とくに
韓国については、外務省の調査で、2011 年か
ら 2012 年にかけて「好感を持つ」という回
答が 20 ポイント低下したことが報告されて
いる。そのため、日本人が全体として右傾化
しているというのは誤りであるにせよ、特定
の国に対する反感が強まっていることは事
実であるといえよう。その原因の１つとして
しばしば言及されるのが、インターネット上
で繰り広げられる排外的な言論である。 
 そこで本研究では、領土問題への強硬意識
に関する３つの項目（「尖閣諸島の領有にこ
だわらず中国と良好な関係を築くべき」「竹
島の領有にこだわらず韓国と良好な関係を
築くべき」「北方領土の領有にこだわらずロ
シアと良好な関係を築くべき」、それぞれ逆
転）の主成分得点を「領土問題への強硬意識」
得点として、メディア接触や政治的価値観、
社会関係資本、性格特性などを独立変数とし
て投入した分析を行った（ＯＬＳ回帰）。そ
の結果を表２に示す。 
 
 
 
 
【日本人のナショナル・アタッチメント】 
 

 
図１．「国を愛する気持ちをもっと育てる必
要があるか」内閣府・社会意識に関する世論
調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図２．「日本人であることを誇りに思う」（青
が「とても誇りに思う」､赤が「かなり誇り
に思う」World Values Survey, 1981-2010 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図３．近隣諸国への好感度（ウェブパネル調
査第 1波, N=1600） 
 



 

 

その結果、領土問題に強硬な態度を示す傾
向のある人は、男性、生活水準が相対的に低
く、ネットで政治ニュースを見て政治知識は
多いということがわかった。また、参加集団
の数が少なく、孤独感が高く、政治的有効性
は高いが一般的有効性感覚や一般的信頼感
は低い傾向にあった。メディア利用では、２
ちゃんねる・ニコニコ動画が強硬態度にプラ
ス、また Facebook 利用がマイナスの効果を
示していた。この結果は、「ネット右翼」に
関する研究を行った辻(2008)の知見に整合
的であり、かつ、性格特性など新たな変数の
効果を加えて実証した点で興味深いと考え
られる。とくに、領土問題に強硬な態度をと
る人は、政治的有効性感覚が他界にもかかわ
らず一般的有効性感覚(自分が自分の人生を
コントロールできるという感覚)が低いこと、
インターネット利用でも Facebook と２ちゃ
んねるが逆の効果を示すことは興味深い。 
 また同様に、ナショナル・アタッチメント
の 14項目を因子分析して出た４つの因子（国
への愛着、シンボルへの愛着、覇権主義、開
放性）の因子得点を従属変数とする回帰分析
を同様に行ったところ、①基本的には年齢が
上がるほど国への愛着は高まる、②インター
ネットで政治ニュースを見ることは、２ちゃ
んねる利用を統制しても、国への愛着を高め
る傾向がある、③政治的・一般的有効性が高
いほど国への愛着がつよく、孤独感が高いほ
ど愛着は弱くなる、などの知見が得られた。 
 
表２．領土問題への強硬態度を従属変数とす
るＯＬＳ回帰分析結果 
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